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全国農業会議所
Ⅰ 「農業委員会と認定農業者等との意見交換会」実施経過
　農業委員会系統組織では平成11年度から「農業委員会と認定農業者等との意見交換会」を「地域農業再生運動」（現在は「地域の農地と担い手を守り活かす運動」）の一環として、全国の農業委員会で21年度までで11回取り組んできました。
　農業委員会系統組織では本意見交換会を認定農業者等担い手に対する具体的な支援を講じる最も基礎的な取り組みとして位置づけ、意見交換会によって蓄積された「認定農業者の声」は、5月の全国農業委員会会長大会などの「政策提案」として集約し、その多くが次年度の農業関係予算や税制改正等に反映されてきました。
Ⅱ 「農業者等との意見交換会」の目的等
　農業委員会系統組織は、法律により「意見の公表」や「建議」の機能を与えられています。
　そのような中、「農業委員会の意見の公表等に関する調査報告書」（平成23年3月、全国農業会議所）によると、21年度に「意見の公表」を行った農業委員会は全体の6割、「建議」を行った農業委員会は4割にとどまっており、農業・農業者の代表機関としてこの機能を十分に活かしていくことが重要です。
　また、農林水産省「農業委員会の適正な事務実施について」（平成21年1月23日付け経営局長通知）において、農業委員会の活動に対する自らの点検・評価の案及び次年度の目標、その達成に向けた活動計画の案について、地域の農業者等から意見及び要望等を募集し、ホームページ等で公表することを求めています。
　このため、平成22年度から、従来の「農業委員会と認定農業者等との意見交換会」を「農業者等との意見交換会」として組み替え、幅広い農業者を対象に、関係者も交えた意見交換会として年に少なくとも1回以上、「建議・意見の公表に資する」など参加者に開催目的を明示しつつ実施していくこととしました。
　意見交換会で出された意見は、都道府県農業会議で集約し建議等に資するとともに、全国農業会議所の「政策提案」に集約し、農業委員会系統組織をあげて、その反映に取り組んでいくものとします。
Ⅲ　意見交換会の実施方法
【農業委員会の取り組み】
（１）対象農業委員会
　農業・農業者の代表機関としての役割・機能を発揮するため、全ての農業委員会で取り組むこととします。
　また、以下のような取り組みも本意見交換会の実施とみなすものとします。
①移動農業委員会及び農業委員会が主催する集落座談会等
②前記経営局長通知で定める｢地域の農業者等からの意見聴取｣の場
（２）意見交換会の開催時期
　意見交換会の開催時期は、原則各農業委員会で定着している時期とし、極力、1月までに開催して下さい（別紙1参照）。
　ただし、前記経営局長通知において、「地域の農業者等から寄せられた意見及び要望等を踏まえ前年度の点検・評価結果及び当該年度の目標とその達成に向けた活動計画を毎年度5月末までに補正の上公表する」とされていることから、本意見交換会の実施をもって補正・公表することとしている農業委員会においては、意見交換会をこの期日に合わせて開催して下さい。
（３）意見交換のテーマ
　　　各農業委員会が直面している課題を踏まえ自由に設定することとしますが、全国的に多くの委員会で課題になると想定されるテーマ（①東日本大震災の復興対策、②人･農地プランの策定、③食と農林漁業の再生、④ＴＰＰへの参加の是非、⑤農業者戸別所得補償制度、⑥耕作放棄地解消対策、⑦食育、⑧都市農業、⑨中山間地域直接支払制度、⑩農地･水保全管理支払、⑪環境保全型農業直接支援、⑫鳥獣被害対策、⑬農業委員会の活動について）を例示しますので、ご活用下さい。
（４）参加対象者
　農業者に加え、行政、ＪＡ関係者、消費者等、テーマに関係する者に幅広く参加を呼びかけて下さい。
　特定の地域での開催が適当と考えられる場合は、地域を限定して開催して下さい。
　なお、開催にあたっては、農業会議にもお声がけ下さい。
（５）全国農業新聞の活用と普及推進
　農業委員会系統組織では、全国農業委員会長大会等において、全国農業新聞について「農業委員1人毎年2部以上の新規購読を確保し、農業委員数比5倍以上の普及部数の達成」を申し合わせ決議し、その普及推進を図っています。
　全国農業新聞を活用して、各種政策を地域の農業者にわかりやすく丁寧に浸透させるとともに、農業・農村現場の生の声や実情を的確に把握して、農政に反映していくことが必要です。
　この「農業者等との意見交換会」においても、全国農業新聞の見本紙や普及チラシ等を資料として活用するとともに、普及推進の機会としてとらえて、普及推進に取り組んでいただきますようお願いします。
　なお、見本紙、普及チラシ等は都道府県農業会議に備えてありますのでお問い合わせください。
（６）結果報告
　意見交換会の実施結果は、農業委員会において「意見の公表」「建議」として活用するとともに、実施報告様式（別紙3）に整理の上都道府県農業会議に2月末までに報告して下さい。
　前記経営局長通知で定める「地域の農業者等からの意見聴取」の場を本意見交換会とみなす農業委員会は、開催後すみやかに都道府県農業会議に報告して下さい。
【都道府県農業会議の取り組み】
（１）意見交換会が全農業委員会で実施されるよう、農業委員会会長・事務局長会議等で徹底するとともに、開催に向けた農業委員会への支援・協力をお願いします。
（２）農業委員会からの報告様式（別紙3）については、全国農業会議所において作成する全国農業委員会会長大会の政策提案に反映させるため、平成25年2月末までに全国農業会議所に送付してください。
（３）農業委員会からの報告については、報告様式（別紙4）に基づいて分析し、都道府県段階の建議等に反映するとともに、平成25年3月15日までに全国農業会議所に報告してください。
【全国農業会議所の取り組み】
（１）市町村農業委員会、都道府県農業会議の取り組みを支援し、意見交換会に取り組む農業委員会の増加をめざすため、意見交換会に取り組む農業委員会の優良活動事例の情報提供を行います。
（２）全国から寄せられた結果報告を整理・集約し、都道府県農業会議農政主任者会議（平成25年4月開催予定）で報告するとともに、全国農業委員会会長大会（平成25年5月開催予定）等で政策提案し、国の施策・予算に反映させるよう努めます。
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